
■誰が助成を受けられるの？

桐生市内の中小企業(個人事業主を含む)です。

■どんな研修が対象？

経営者や従業員が受けるもので､認定研修機関(裏面参照)が実施する課題解決や事務能力

の向上を図る研修等です。パソコン研修は対象になりません。また、申請年度内に終了する

研修のみが対象です｡ オンライン研修も対象となります！

補助対象になる研修は次の２つです。

①従業員等派遣研修…従業員等を派遣して行う研修又は通信教育

②講師招聘研修…市内へ講師の派遣を受けて実施する研修等

■助成額は？

①研修費用の1/2以内(100円未満切捨て)

②従業員等派遣研修のみについては、1事業所につき年間5万円を限度

③講師招聘研修のみについては、1事業所につき年間10万円を限度

④従業員等派遣と講師招聘の両研修を実施した場合、1事業所につき10万円

を限度。ただし、従業員等派遣研修に係る限度額は5万円。

※消費税･交通費･宿泊費･食事代等は対象となりません｡

研修費用を助成します！

桐生市中小企業人材養成事業補助金

補助上限額を一部改訂！

平成30年度から、

講師を招聘して研修を行った場合、

従来5万円の上限額に、更に最大5万円（計10万円）を加算すること

が出来るようになりました。

※詳細は、商工振興課工業労政担当（0277-46-1111内線565）まで

問合せ・申込先

商工振興課 工業労政担当

電話：0277-46-1111

(内線565)

桐生市内の中小企業（個人事業主を含む）の経営者や従業員が、桐生市の認定し
た研修機関の研修（通信教育、講師招聘型を含む）を受講した場合、研修費用の
一部を助成します。

申請の方法

桐生市ホームページをご覧いただくか､

右記までお問合せください｡申請書は､

研修開始10日前までに提出してください。

桐生市 人材養成



桐生市中小企業人材養成事業補助金

【市認定研修機関一覧】 令和３年７月１日現在

※下記以外での研修希望がありましたら、問合せ先へご相談ください。

【研修施設の⼀例】
桐生市職業訓練センターは、地元で学べる施設として資格取得スキルアップを目指し、
今年度は42講座を開講します。本センターの会議室は、会議や研修、ＯＡ研修室はパ
ソコン21台常設の研修会場として低価格（備品貸出無料）でご利⽤いただけます。
住所︓相生町5-51-10 ☎0277-54-2101

番号 研修機関 番号 研修機関

1 (株)ＣＲＩ中央総研 30 群馬大学産学連携・共同研究イノベーションセンター

2 JUKI(株) 31 群馬大学理工学部

3 (株)ＬＩＸＩＬ住生活ソリューション 32 高度職業能力開発促進センター

4 (株)ＰＨＰ研究所 33 (公財)産業雇用安定センター

5 SMBCコンサルティング(株) 34 (一社)地盤安心住宅整備支援機構

6 (株)アイウィル 35 (株)商業界

7 (株)アイベック・ビジネス教育研究所 36 商工中金

8 (有)アイム･リサーチワーク 37 職業能力開発総合大学校

9 職業訓練法人アマダスクール 38 (株)人事教育研究所

10 稲村ビジネス学院 39 (特非)住まいの構造改革推進協会

11 (株)オフィス・アドバン 40 (株)税務研究会

12 管理者養成学校［(株)社員教育研究所］ 41 (一財)全国建設研修センター

13 (公財)桐生地域地場産業振興センター 42 (一社)全国ハウジングマイスター協会

14 ぐんぎんコンサルティング(株) 43 (株)タナベ経営

15 (一社)群馬県経営者協会 44 中小企業大学校

16 (公財)群馬県産業支援機構 45
都市連携プロフェッショナルスクール

（(一社)公民連携事業機構・東北芸術工科大学）

17 (一社)群馬県商工会議所連合会 46 日本政策金融公庫

18 群馬県商工会連合会 47 (株)日本創造教育研究所

19 群馬県職業能力開発協会 48 (公財)日本電信電話ユーザ協会

20 群馬職業能力開発促進センター 49 (株)船井総合研究所

21 群馬県生産性本部 50 (株)プライマリーコンサルティング

22 群馬県立群馬産業技術センター 繊維工業試験場 51 前橋工科大学

23 群馬県中小企業団体中央会 52 (株)ミツバ環境ソリューション

24 (一社)群馬県発明協会 53 (株)ラブアップ

25 群馬県立太田産業技術専門校 54 (一社)倫理研究所

26 群馬県立群馬産業技術センター 55 (有)ルーマス

27 群馬県立高崎産業技術専門校 56 (株)ワンオンワン

28 群馬県立前橋産業技術専門校 57 一般社団法人 群馬労働基準協会連合会

29 群馬工業高等専門学校 58 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）


